公務員連絡会が「退職管理基本方針」について総務省交渉-

-今後の制度化に向けて十分交渉することを強く要求-

　公務員連絡会は、6月21日17時から、退職管理基本方針（以下「方針」という。）について、総務省交渉を実施した。この交渉は、22日、方針の閣議決定が行われる見込みとなったことから行ったもので、連絡会側は幹事クラス交渉委員が参加し、総務省側は淵上人事・恩給局次長、川淵総務課長らが対応した。

　冒頭、淵上次長が「明日閣議決定する段取りとなった」として①基本的考え方、②職員の再就職の規制等に関する指針、③定年までの勤務環境に係る指針、④再任用制度に係る指針、⑤今後の検討課題を柱とする方針の概要を説明した。

　説明に対し、公務員連絡会側は「退職管理のあり方は勤務条件に大きな影響があるにもかかわらず、明日決定するものをきょう説明するのは問題だ。これから検討する課題も多いので、今後はわれわれと十分議論させていただきたい」と強く要請した上で、次の通り総務省の見解を質した。

(1) 「希望退職制度」の導入を検討するとのことであるが、民間企業では経営が悪化したとき、指名解雇を避けるために組合の合意を得て行うものであり、社員にとっては非常にショッキングなことだ。どこまで具体的に考えているのか。

(2) 「希望退職制度」が導入されるまでは退職勧奨を行うとのことであるが、人事管理の一環としてこれまで人事当局が行ってきたものと同じ内容なのか、変わるのか。

(3) 再任用について、任命権者は意欲と能力のある希望者をできる限り採用するとのことであるが、運営上努力するという話なのか、それとも義務化に近いものを考えているのか。

(4) 高年齢職員の給与の抑制を可能とする制度を検討・措置するとのことであるが、どうして「制度」まで言及しているのか。

　これに対し淵上次長は次の通り答えた。

(1) 一定の人数を定めて一定期間に手を挙げてもらうというのが民間の仕組みだが、制度の中身をそこまで詰めて検討しているわけではない。退職勧奨しても再就職がないと応じない場合も出てくることを踏まえ、退職手当や別の仕組みなどで加算することにより定年前に退職するインセンティブを設け、新陳代謝を図る必要があるというところまでが共通認識だと思う。これぐらいの人数を辞めさせないといけないというような整理解雇をするための手段として考えているわけではない。

(2) 退職勧奨については、再就職をあっせんしないことを除けばこれまで通りであり、退職勧奨を直ちにはやめないということだ。

(3) 人事院の方で定年延長を検討しており、年内に意見の申出が行われれば、その後、政府として色々な課題について検討していくことになるが、少なくとも無収入の状態が生じないよう、再任用を希望し能力のあるもの全員を雇用していく必要があり、そのための運用上の努力をするということである。政府部内で再任用の義務化を考えているわけではない。

(4) 高年齢職員の給与の抑制を可能とする制度については、人事院勧告制度を無視してやるということではなく、給与構造改革も本年度で終わるので、人事院におけるその後の給与制度の設計の中で検討されるものと考えている。

　以上の質疑を踏まえ、公務員連絡会側は次の通り要請し、今後、十分交渉・協議をしていくことを求め、本日の交渉を締めくくった。

(1) 退職手当等の上積みで早期退職を優遇するというのであれば、希望退職ということではなく、そういう制度として検討すべきだ。いずれにしろ、内容も明らかでないものを希望退職として言うこと自体問題で反対であるし、一方的に閣議決定するのは遺憾だ。これから検討するということであれば、やるかやらないかを含めて我々と十分議論させていただきたい。

(2) 退職勧奨が姿形を変えた退職の強要にならないよう、十分に配慮してもらいたい。

(3) 本省部長級・局長級の専門スタッフ職を設けることを人事院に要望するとのことであるが、問題だ。キャリア優遇という批判を受けるようなことはすべきではない。逆に地方の管理職の複線化についても人事管理の面から検討すべきだ。

(4) 定年延長については、「今後の検討課題」となっているが、春の段階で総務大臣から「人事院から『意見の申出』が行われた場合には、誠意を持って対応していく」との回答をいただいているので、政府においても検討を加速してほしい。再任用では不十分だ。

以　上

